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◆ FAX NEWS（PowerPointにて制作）は下記URL総福研ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞしていただけます。どうぞご利用下さいませ。◆

◆12月６日(日)、第16回社会福祉会計簿記認定試験を終了いたしました。ご協力いただきました会員の皆
様には、改めて深く御礼申し上げます。なお、合否結果は１月16日(土)より各受験者様のマイページにて
確認が可能となり、合格証書は２月中旬に発送予定です。どうぞよろしくお願いいたします。

今、コロナウイルス感染症対策で注意すべきこと
～「新型コロナウイルス感染をのりこえるための説明書(年末ver.)」の紹介～

◆第３波とも言われる新型コロナウイルス感染症の流行が継続しており、大都市圏を中心に医療機関等の逼迫
が伝えられています。これから本格的な冬に向かい寒さと乾燥が増し、また年末年始で人の移動も増えること
から、今後益々の感染拡大が懸念されます。
諏訪中央病院の医師 玉井道裕(たまい みちひろ)先生は、３月から｢新型コロナウイルスの感染をのりこえる

ための説明書｣を作成されていますが、今般、同シリーズの｢年末ver.｣が公表されました。
今回の内容は、主として①不安に負けないこと、②そのためには正しい知識を持って考えること、③年末年

始の帰省に際して考えるべきこと、の３点です。｢正しい知識｣として知っておくべきことは、ウイルスが入っ
てくる場所は｢目と鼻と口｣であり、皮膚からは入らないということです。洗いが大切なのは、人は手で目･鼻･
口に触るので、手にウイルスがいない(少ない)状態を保つための方策です。また感染の多くは飛沫感染による
ものですから、マスクをすることが大切で、食事や会話時など、マスクを外す場面での注意が必要です。

今住んでいるところと帰省先の状況とを考慮して帰省するかどうかを決めるべきですが、それでも年末に帰
省する場合は、①帰省の２週間前から家族全員でばっちり感染対策、②帰省の10日前から家族全員に症状が無
いことを確認し、誰かに症状があれば全員の帰省を延期する、③帰省先で感染を広げない対策をする、④帰省
後の体調変化に注意し、体調不良の際は早めに医療機関で受診する、ことを挙げています(参考資料の図表１参
照)。12月29日(火)に帰省する場合、その14日前は12月15日(火)となりますので早めの段取りが必要です。
なお玉井先生のこの説明書シリーズの全体は、諏訪中央病院の以下のホームページでご覧になれます。

◎ http://www.suwachuo.jp/info/2020/04/post-117.php (事務局)

◆本年６月12日に成立した｢地域共生社会の実現のた
めの社会福祉法等の一部を改正する法律｣により社会
福祉連携推進法人が法定されたことを受け、その具体
的実施に向けた検討事項の議論を行うための｢社会福
祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会｣の
第１回会議が11月９日に開催されました。
この検討会は、埼玉県立大学の田中滋理事長を座長

とし、川原経営グループの川原丈貴代表、早稲田大学
人間科学学術院の松原由美准教授、独立行政法人福祉
医療機構福祉医療貸付部福祉審査課の宮川泰伸課長、
地域密着型総合ケアセンターきたおおじの山田尋志代
表の５人で構成されています。
第１回で厚生労働省は、業務や認定申請、ガバナン

ス等についておよそ40項目の論点を提示しました。具
体的には、業務について｢社会福祉連携推進業務以外
にどのような業務を行うことができるか｣｢業務運営に
かかる費用はどのように賄うか｣などが盛り込まれて
います。認定申請については、申請時の添付書類と規
定されている社会福祉連携推進方針について｢記載内
容の詳細はどのように定めれば良いか｣などが挙げら
れています。ガバナンスについては｢社員として参加
できる者の範囲はどのように定めれば良いか｣｢社員の
議決権の取扱いについてどのように定めれば良いか｣
｢会計監査人の設置義務の範囲や監査の内容等はどの
ように定めれば良いか｣等が論点とされています。

第２回の検討会は12月10日に開催され(記事執筆時
はまだ開催されていませんが)、構成員であり2010年
から社会福祉法人のグループ化に取り組んできた山田
尋志代表がその取り組み内容を紹介して具体的な活動
のイメージを共有することとしています。 (事務局)

◆左記の法律改正では｢社会福祉連携推進法人は、厚
生労働省令で定める基準に従い、会計処理を行わなけ
ればならない｣と定められました(社会福祉法第45条の
23第１項)。そのため、社会福祉連携推進法人制度の
施行までに同法人の会計基準省令も整備する必要があ
ります。このため｢社会福祉法人会計基準等検討会｣も
設置され、第１回会議が12月8日に開催されました。
この検討会の座長は日本公認会計士協会の秋山修一

郎常務理事で、日本公認会計士協会非営利法人委員会
の有松義文社会福祉法人専門委員長、大光監査法人の
亀岡保夫理事長、当研究会相談役理事で公認会計士･
税理士林光行事務所の林光行所長、日本公認会計士協
会の松前江里子研究員の５人で構成されています。
今次検討会では、社会福祉連携推進法人の性格や評

議会の役割などが議論になりました(参考資料の図表
２参照)。
社会福祉連携推進法人自体は一般社団法人であるこ

とから、会計基準も公益法人会計基準がその基礎とな
るのでしょうが、社員の過半は社会福祉法人なので、
社会福祉法人が理解できる会計基準であることが望ま
れます。
また会計監査法人の設置義務の範囲等は左記の検討

会の検討範囲ですが、先行して制度化された地域医療
連携推進法人ではその規模に拘わらず会計監査が必須
とされています。しかし社会福祉連携推進法人が同様
の規模や構成となるかなど、実態を踏まえた議論が必
要であると考えます。
今後の検討過程としては、会計の専門的知識を有す

る者が作成する会計基準の素案の提出を待って、それ
に基づく議論が進められると思われます。 (事務局)

社会福祉連携推進法人の検討開始②
～「社会福祉法人会計基準等検討会」も開催～

社会福祉連携推進法人の検討開始①
～「･･･の運営の在り方等に関する検討会」開催～



◆図表１ 年末年始に実家に帰ってもいいですか？

〔参考資料〕 181015

資料：厚生労働省「社会福祉連携推進法人の施行に向けた検討について」から

資料：玉井道裕医師「新型コロナウイルス感染をのりこえるための説明書(年末ver.)」から引用

〔参考資料〕 総 福 研 f a x  n e w s 201211

◆図表２ 社会福祉連携推進法人制度の創設

○ 人口動態の変化や福祉ニーズの複雑化・複合化の中で、社会福祉法人は、社会福祉法人の経営基盤の強化を図る
とともに、こうした福祉ニーズに対応することが求められている。

○ このため、社会福祉法人間の連携方策として、「社会福祉協議会や法人間の緩やかな連携」、「合併、事業譲渡」、
「社会福祉法人の新設」に加え、新たな選択肢の一つとして、社会福祉法人を中核とする非営利連携法人である「社会
福祉連携推進法人」を創設する。
（※） 合併認可件数は、年間10～20件程度。

（→ 社会福祉法人等が、法人の自主的な判断のもと、円滑に連携 ・協働しやすい環境整備を図る。）
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【社員総会】（連携法人に関する事項の決議）
意見具申

（社員総会、理事会は意見を尊重）

【理事会】（理事６名以上及び監事２名以上）

連携法人の業務を執行

【社員の範囲】
・ 社会福祉法人その他社会福祉事業を経営する者
・ 社会福祉法人の経営基盤を強化するために必要な者

【社会福祉連携推進業務】

・ 地域共生社会の実現に資する業務の実施に向けた種別を超えた連携支援
・ 災害対応に係る連携体制の整備
・ 社会福祉事業の経営に関する支援
・ 社員である社会福祉法人への資金の貸付
・ 福祉人材不足への対応（福祉人材の確保や人材育成）
・ 設備、物資の共同購入
※ 人材確保の業務の一環として、連携法人の社員（社会福祉事業を経営する者）が行う労働者の募集の
委託について、一定の要件のもと、労働者の委託募集の特例を認める。
※ 社会福祉連携推進法人は、上記以外の業務について、社会福祉連携推進業務への支障を及ぼす恐
れがない範囲で実施可能。社会福祉事業を行うことは不可。

【評議会】
（地域関係者（福祉サービスを受ける立場にある
者、社会福祉に関する団体、地域福祉の実情を知

る専門家等）の意見の集約）
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社会福祉連携推進法人（一般社団法人を認定）


